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伊丹市

令和２年度（2020年度）9月補正予算（案）

～ みんなの夢 まちの魅力 ともにつくる 伊丹 ～



コロナ禍がもたらす「ニューノーマル」
の定着に向けた取り組みを推進します！

新たな生活様式や社会経済活動を見据え、防災のIT化などの社会的環境の整備により「新しい常識・状
況（ニューノーマル）」の定着を図るとともに、医療機関等における感染拡大防止対策を実施します。

◆災害発生時における被害状況の情報収集、避難者への迅速な避難支援等を行うため、
「ＬＩＮＥ（ライン）」を活用したＬＩＮＥ防災アプリを導入します。

◆テレワークの定着等、新たな働き方に対する取り組みを推進するため、
市内のコワーキングスペース等の利用料金の一部を補助します。

水害履歴図や地震履歴図、埋蔵文化財包蔵地図等のホームページ公開や、
認定審査業務に対するAI-OCR、RPAの活用等、行政のIT化を実施します。

医療機関、障害福祉サービス施設において感染症対策資機材を購入するとともに、
感染症対応従事者に対して慰労金を支給します。

市内で運行しているバス事業者に対して、感染拡大防止対策に要する
費用の一部を支援します。

低層棟の基礎免震化等、新庁舎整備に係る設計の変更等を行います。

令和４年に開設予定の認定こども園（南西部こども園）を整備します。

補正予算（案）の概要

令和２年度（２０２０年度）９月補正予算のポイント

補 正
予算額

新たな日常に対応する社会的な環境の整備等新たな日常に対応する社会的な環境の整備等

一般会計補正予算（案）の事業 1,616,424千円

その他の事業その他の事業

一般会計 1,616,424千円
特別会計 226,215千円
公営企業会計 214,400千円
合 計 2,057,039千円

・防災のIＴ化事業（LINE防災アプリ導入） 19,070千円

・働き方改革支援事業（コワーキングスペース等利用補助） 4,277千円

・行政のデジタル化推進事業 29,203千円

・Smart Itami 推進事業 260,477千円

・医療機関等における感染症対策事業 5,257千円

・感染症対応従事者慰労金支給事業 4,060千円

・バス事業者における感染症対策補助事業 12,995千円

・新庁舎整備事業 129,143千円

【債務負担行為 370,829千円】

・認定こども園施設整備事業 10,563千円

【債務負担行為 1,063,079千円】

・その他 1,141,379千円
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社会的な環境の整備・新しい暮らしのスタイルの確立

◆防災のＩＴ化事業 【１９，０７０千円】

災害発生時における被害状況の情報収集力を強化するとともに、避難者への

迅速な避難支援等を行うため、無料通信アプリ「ＬＩＮＥ（ライン）」を活用したＬＩ

ＮＥ防災アプリを導入します。

ＬＩＮＥ等を通じて収集した情報を分析することにより、災害対策本部の速やか

な意思決定や防災対応力の向上を図ります。

【事業概要】

①被害情報収集・・・市民や職員から市内の被害状況を収集

②避難支援 ・・・１人１人に合った避難方法を情報提供

③Ｌアラート連携・・・Ｌアラート（災害情報共有システム）の避難

③Ｌアラート連携・・・情報等 を発信

運用開始：令和３年４月

◆働き方改革支援事業 【４，２７７千円】

withコロナ時代の新たな働き方として注目されるテレワークの定着

を図るため、市内のコワーキングスペース等の利用料金の一部を

補助します。

【事業概要】

対象施設：市が指定するコワーキングスペース、レンタルオフィス等

のサービスを提供している施設

対象者 ：対象施設の利用者及び利用者が在籍する企業

対象期間：令和２年11月１日～令和３年３月31日

被害情報収集（イメージ）

◆行政のデジタル化推進事業
【２９，２０３千円】

「新しい生活様式」へ対応するため、行政
のデジタル化を推進します。

◆Smart Itami 推進事業
【２６０，４７７千円】

感染症対策や職員の働き方改革の観点から、
テレワーク環境の整備、ペーパーレス施策の
推進など、市民サービスの向上と市役所の
労働生産性向上に向けた取り組み（Smart
Itami ）を加速します。

【事業概要】

閲覧情報等の公開（GIS活用）

①市ホームページで公開
水害/地震履歴図、地震災害危険度図、
埋蔵文化財包蔵地図

②窓口の閲覧用端末で公開
建築計画概要書、定期報告概要書等

AI-OCR、RPAの活用

①幼児教育・保育無償化に係るシステム改

修による入力業務等の効率化

【事業概要】

テレワーク環境等の整備
①タブレット端末等の整備
②グループウェアの更新
③Web会議の推進 等

ペーパーレス施策の推進
①文書管理システムの更新（電子決裁化）
②電子化ソフト・検索システムの導入
③市政動画作成等のための制作装置導入 等

被害状況等を
地図にプロット
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感染拡大防止対策等への対応

◆医療機関等における感染症対策事業 【５，２５７千円】

市がサービスを提供する医療機関及び障害福祉サービス施設の感染症対策として、マスクや
防護服、空気清浄機等の感染症対策資機材を購入します。

対象施設 購入資機材等

休日応急診療所 簡易陰圧テント、除菌装置等

阪神北広域こども急病センター 医療用屋外テント

口腔保健センター 超音波ハンドピース、シールドマスク等

こども発達支援センター マスク、消毒液等

障害者福祉センター

手袋、マスク、空気清浄機等障害者デイサービスセンター

障害者地域生活支援センター

【事業概要】

対象施設等：下表のとおり

◆感染症対応従事者慰労金支給事業
【一般会計：４，０６０千円】

【企業会計：２１４，４００千円】

市がサービスを提供する医療機関等に勤
務する従事者に対して慰労金を支給します。

【事業概要】

対象施設・支給額
① 県から役割を設定され、実際に新型コロナ

ウイルス患者等を受け入れた医療機関
・・・伊丹病院：１人あたり20万円

② 感染症対策等を実施した医療機関等
・・・休日応急診療所、こども発達支援セン

ター：１人あたり５万円
対象者

3/1～6/30に10日以上勤務し患者・利用者と
接する従事者

◆訪問入浴サービス等体制強化事業
【２，５４６千円】

感染症対策を実施しながら、障がい者等の
訪問入浴サービス等の日常生活を支援す
る事業所に対して、マスク、消毒液、フェイ
スシールドの購入を支援します。

【事業概要】

対象：訪問入浴サービス事業所
対象：移動支援事業所
対象：意思疎通支援事業所

◆交通局における感染症対策補助事業 【１２，２９５千円】

交通局が実施する感染症対策に要する費用の一部を支援します。

【事業概要】

対策経費：①車両の抗菌・抗ウイルス対策
対策経費：②車両、営業所、案内所に係る感染症対策に要する経費

※国の補助金額は除く
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◆認定こども園施設整備事業（南西部こども園）

◆新庁舎整備事業

新庁舎の詳細設計や市民団体との協議等を実施した結果に基づいて、「低層棟の基礎免震
化」や「障がい者対応の拡充」などの設計変更を行います。

【設計変更】

①構造詳細検討による低層棟の基礎免震化

②障がい者対応の拡充（トイレ・エレベーター等）

③行政指導による変更

④施工調査による変更 等

【 R２年度 １２９，１４３千円】

【（債務負担行為） R３～４年度 ３７０，８２９千円】

【 R２年度 １０，５６３千円】

【（債務負担行為） R２～３年度 １，０６３，０７９千円】

伊丹市幼児教育推進計画に基づき、旧ささはら幼稚園跡地に南西部こども園を整備します。

その他の事業

オストメイトに対応した
みんなのトイレ（イメージ）

ワークショップ風景

南西部
こども園
園舎

園庭

駐車
駐輪場

【事業内容】

所在地：野間１丁目300地先（旧ささはら幼稚園跡地）

諸 元：鉄筋コンクリート（RC）造３階建て 延床面積2,789㎡

定 員：２６５人

事業工程：R２.９月中旬～ 既存建物解体工事（R2当初予算）

R３.１月下旬～ 本体工事（予定）

R４.４月～ 開園

整備イメージ 位置図

＜最新の環境配慮設計を取り入れた庁舎に対する補助金の交付＞

環境省が実施する「レジリエンス強化型 ZEB 実証事業」※に基づく補助
金の交付先として本事業が採択（7/28付）され、R２～４年度にかけて、約
7億4千万円の補助金が交付される予定です。

※国が実施する「二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助」のうち、災害
発生時に活動拠点となる、公共性の高い業務用施設等において、再
生可能エネルギー設備や蓄電池等の導入を支援し、停電時にもエネ
ルギー供給が可能なZEB（ネット・ゼロ・エネルギー・ビルディング）の実
現と普及拡大を目的とした事業。
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<  一 般 会 計 >

（新型コロナウイルス感染症対策(第９弾)） （単位：千円）

事 業 名 事業費 説 明
国・県
支出金

地方債 その他 一般財源

1
ペーパーレス施策推進事業
【P.2 Smart Itami推進事業】

134,125
テレワークの補完及び職員間の接触機
会の低減に向けペーパーレス化を実施

－ － － 134,125

2
Web会議等推進事業
【P.2 Smart Itami推進事業】

13,269
在宅ワークや業者など外部とのWeb会議、
庁内でのペーパーレス会議の推進に必
要なディスプレイを購入

－ － － 13,269

3
テレワーク等推進事業
【P.2 Smart Itami推進事業】

43,400
職員同士の接触機会や通勤時の接触機
会を低減するため、テレワーク環境を
整備

－ － － 43,400

4 民営バス感染拡大防止対策補助事業 700
民営バス事業者に対して感染拡大防止
対策に要する経費を補助

－ － － 700

5 シティプロモーション情報発信事業 5,555
SNS広告とリスティング広告を活用した
シティプロモーションの情報発信

－ － － 5,555

6
グループウェア更新事業
【P.2 Smart Itami推進事業】

53,384
感染拡大への対応や働き方改革への対
応により導入環境・仕様が大幅に変更
となった事による見直し

－ － － 53,384

7
ICT施策推進事業
（ヘルプデスク増員）
【P.2 Smart Itami推進事業】

13,860
ICT関連施策の実施による業務量の増加
に伴い、ヘルプデスク作業要員を増員

－ － － 13,860

8
動画等制作装置導入事業
【P.2 Smart Itami推進事業】

2,191
動画・ライブによるオンライン研修、
遠隔での説明会、市政の動画作成等の
ためWebカメラ等を購入

－ － － 2,191

9
地図情報等のホームページ公開事業
（統合型GISの活用）
【P.2 行政のデジタル化推進事業】

5,645
統合型GISを活用し、水害履歴図、地震
履歴図、埋蔵文化財包蔵地図等をホー
ムページで公開

－ － － 5,645

10

医療機関・障害福祉サービス施設に
おける感染拡大防止事業
【P.3 医療機関等における感染症対
策事業】

5,257
阪神北広域こども急病センター、障害
者デイサービスセンター等に感染症対
策資機材を購入

県 5,257 － － －

11
訪問入浴サービス等体制強化事業
【P.3 訪問入浴サービス等体制強化
事業】

2,546
訪問入浴サービス等を実施する事業所
に感染症対策資機材を配布

国 1,273
県 636

－ － 637

12 4か月児健診の個別健診化（延長） 6,924
現在実施している4か月児健診の個別健
診化の期間の延長及び国庫補助事業の
創設による財源更正

国 6,987 － － △63

13

新型コロナウイルス感染症対応従事
者慰労金事業
【P.3 感染症対応従事者慰労金支給
事業】

4,060
休日応急診療所、こども発達支援セン
ターに勤務している医療従事者等に慰
労金を給付

県 4,060 － － －

14
コワーキングスペース等利用補助事
業
【P.2 働き方改革支援事業】

4,277
コワーキングスペース等の利用料を減
免

－ － － 4,277

15
ICTによるリモートワーク推進事業
【P.2 Smart Itami推進事業】

248
テレワーク対応のためのモバイルディ
スプレイを購入

－ － － 248

16
建築計画概要書等窓口業務電子化事
業
【P.2 行政のデジタル化推進事業】

2,920
建築指導課窓口端末での閲覧が可能と
なるよう建築計画概要書等を電子化

－ － － 2,920

17
LINE防災アプリ導入事業
（防災情報システム整備）
【P.2 防災のIT化事業】

19,070
避難支援、被害情報の収集等を可能に
するLINE防災アプリを導入

－ － － 19,070

18 校務支援システム整備事業 3,003
市立伊丹高等学校に校務支援システム
を導入

－ － － 3,003

19
子ども・子育て支援システム等改修
事業
【P.2 行政のデジタル化推進事業】

20,638
認定審査業務等へAI-OCR、RPA等を導入
する事により入力等業務を効率化

県 12,967 － － 7,671

20
市営バス感染拡大防止対策補助事業
【P.3 交通局における感染症対策補
助事業】

12,295 感染拡大防止対策経費の繰出し － － － 12,295

小 計 ① 353,367 31,180 0 0 322,187

令和2年度（2020年度）９月補正予算（案）の内訳

詳細内訳
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（その他の事業） （単位：千円）

事 業 名 事業費 説 明
国・県
支出金

地方債 その他 一般財源

1 財政調整基金積立金 385,202
決算剰余金の2分の1を下回らない額の
積立て

－ － － 385,202

2 公債管理基金積立金 674,543
モーターボート事業収益繰入金および
決算剰余金の残余の積立て

－ － － 674,543

3
新庁舎等整備推進事業
（新庁舎整備工事）
【P.4 新庁舎整備事業】

129,143
新庁舎整備工事の実施設計による工事
内容の変更等

－ 96,500
繰・諸
32,643

－

4
地域活動拠点整備事業
（共同利用施設集約化事業）

30,950 緑ケ丘センターの解体撤去工事 － 27,800 繰 3,150 －

5 住民基本台帳システム等改修事業 14,421
住民基本台帳法等の改正に伴い、住民
基本台帳システム等を改修

国 11,098 － － 3,323

6 兵庫県農業共済組合負担金 10,741
農業共済事業の県単位化に伴う剰余金
の引継ぎ

－ － 諸 10,741 －

7
認定こども園整備事業
【P.4 認定こども園施設整備事業】

10,563 南西部こども園の整備工事 国 977 8,600 繰 986 －

8 児童館管理運営事業 7,494 児童会館の指定管理運営業務の委託 － － 使 160 7,334

小 計 ② 1,263,057 12,075 132,900 47,680 1,070,402

合 計 （ ① ＋ ② ） 1,616,424 43,255 132,900 47,680 1,392,589

令和2年度（2020年度）９月補正予算（案）の内訳

詳細内訳

< 繰 越 明 許 費 >

（追加） （単位：千円）

事 業 名 繰越額

文書管理システム更新事業 【P.2 Smart Itami推進事業（ペーパーレス施策推進事業）】 67,295

< 債 務 負 担 行 為 >

（追加） （単位：千円）

事 項 期 間 限度額

新庁舎整備事業 【P.4 新庁舎整備事業】 令和3年度～令和4年度 370,829

認定こども園整備事業 【P.4 認定こども園施設整備事業】 令和2年度～令和3年度 1,063,079

児童館管理運営事業 令和3年度～令和5年度 89,928
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令和2年度（2020年度）９月補正予算（案）の内訳

詳細内訳

< 地 方 債 >

（変更） （単位：千円）

起債の目的
限度額 起債の方法・利率・償還の方法

（補正前） （補正後）

変更なし

新 庁 舎 整 備 事 業 債 2,090,000 2,186,500

共 同 利 用 施 設 等
整 備 事 業 債

79,500 107,300

認 定 こ ど も 園
整 備 事 業 債

51,600 60,200

計 8,681,700 8,814,600

（その他の事業） （単位：千円）

事 業 名 事業費 説 明
国・県
支出金

地方債 その他 一般財源

1 国民健康保険事業特別会計 66,830 前年度決算剰余金等の処理 － －
繰・越
66,830

－

2 後期高齢者医療事業特別会計 1,413 前年度決算剰余金の処理 － － 越 1,413 －

3 介護保険事業特別会計 151,231 前年度決算剰余金等の処理 － －
交・越

151,231
－

4
中小企業勤労者福祉共済事業特別会
計

9 前年度決算剰余金の処理 － － 越 9 －

小 計 ② 219,483 － － 219,483 －

合 計 （ ① ＋ ② ） 226,215 75,866 － 150,349 －

< 公 営 企 業 会 計 >

（新型コロナウイルス感染症対策(第９弾)）

【病院事業会計】
■伊丹病院に勤務している医療従事者等へ慰労金を給付 （単位：千円）

収入 支出 備考

収 益 的 収 入 及 び 支 出 214,400 214,400
（収入）その他特別利益
（支出）その他特別損失

【交通事業会計】
■感染拡大防止対策経費補助金の受け入れ等による収入の補正 （単位：千円）

収入 支出 備考

収 益 的 収 入 及 び 支 出 21,352 － （収入）国庫補助金、他会計補助金

<  特 別 会 計 >

（新型コロナウイルス感染症対策(第９弾)） （単位：千円）

会 計 名 事業費 説 明
国・県
支出金

地方債 その他 一般財源

1 国民健康保険事業特別会計 6,732
コロナの影響に伴う保険税の減免によ
る払戻し・減額と国庫補助金等の増額

国 41,480
県 34,386

－
税

△69,134
－

小 計 ① 6,732 75,866 － △69,134 －
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令和2年度（2020年度）９月補正予算（案）の内訳
各会計補正予算総括表

（単位：千円）

会 計 区 分

予 算 額

6月補正後予算額 7/16専決額 9月補正額 補正後予算額

（A) (B) （C) (D)=(A)+(B)+(C) 

1 一 般 会 計 102,959,665 431,275 1,616,424 105,007,364 

（第7号） （第8号）

国 民 健 康 保 険 事 業 18,713,029 － 73,562 18,786,591 

（第2号）

2 後 期 高 齢 者 医 療 事 業 3,054,733 － 1,413 3,056,146 

（第1号）

特 介 護 保 険 事 業 15,374,382 － 151,231 15,525,613 

（第1号）

別 中 小 企 業 勤 労 者 福 祉 共 済 事 業 31,123 － 9 31,132 

（第1号）

会 鴻 池 財 産 区 12,110 － － 12,110 

計 荒 牧 財 産 区 15,834 － － 15,834 

新 田 中 野 財 産 区 12,670 － － 12,670 

（ 特 別 会 計 の 計 ） 37,213,881 0 226,215 37,440,096 

病 院 事 業 14,130,830 － 214,400 14,345,230 

（第1号）

3 水 道 事 業 6,442,975 － － 6,442,975 

企 工 業 用 水 道 事 業 483,631 － － 483,631 

業 下 水 道 事 業 9,006,127 － － 9,006,127 

会 交 通 事 業 2,838,298 － ※－ 2,838,298 

（第1号）

計 モ ー タ ー ボ ー ト 競 走 事 業 16,578,874 － － 16,578,874 

（ 企 業 会 計 の 計 ） 49,480,735 0 214,400 49,695,135 

合 計 （ 1 + 2 + 3 ） 189,654,281 431,275 2,057,039 192,142,595 

※交通事業会計の補正は収入の補正のみ

各会計総括表
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令和2年度（2020年度）９月補正予算（案）の内訳
一般会計総括表

一般会計総括表

歳 入 （単位：千円）

款

予 算 額

6月補正後予算額 7/16専決額 9月補正額 補正後予算額

（A) （B) （C) (D)=(A)+(B)+(C)

1 市 税 30,600,424 - - 30,600,424

2 地 方 譲 与 税 1,396,001 - - 1,396,001

3 利 子 割 交 付 金 28,000 - - 28,000

4 配 当 割 交 付 金 193,000 - - 193,000

5 株式等譲渡所得割交付金 117,000 - - 117,000

6 法人事業税交付金 182,000 - - 182,000

7 地方消費税交付金 4,112,000 - - 4,112,000

8 自動車取得税交付金 1 - - 1

9 環境性能割交付金 64,000 - - 64,000

10 国有提供施設等所在市町村助成交付金 6,149 - - 6,149

11 地方特例交付金 235,000 - - 235,000

12 地 方 交 付 税 5,900,000 - - 5,900,000

13 交通安全対策特別交付金 28,000 - - 28,000

14 分担金及び負担金 450,936 - - 450,936

15 使用料及び手数料 3,160,358 - 160 3,160,518

16 国 庫 支 出 金 36,008,329 - 20,335 36,028,664

17 県 支 出 金 5,940,211 - 22,920 5,963,131

18 財 産 収 入 1,634,112 - - 1,634,112

19 寄 附 金 7,224 - - 7,224

20 繰 入 金 1,810,779 426,860 358,597 2,596,236

21 繰 越 金 1 - 770,402 770,403

22 諸 収 入 2,404,440 4,415 311,110 2,719,965

23 市 債 8,681,700 - 132,900 8,814,600

歳 入 合 計 102,959,665 431,275 1,616,424 105,007,364

歳 出 （単位：千円）

款

予 算 額

6月補正後予算額 7/16専決額 9月補正額 補正後予算額

（A) （B) （C) (D)=(A)+(B)+(C)

1 議 会 費 491,845 - - 491,845

2 総 務 費 32,389,276 115,271 1,506,388 34,010,935

3 民 生 費 27,465,018 - 3,423 27,468,441

4 衛 生 費 4,747,633 - 10,125 4,757,758

5 労 働 費 95,700 - - 95,700

6 農 業 費 96,087 - 10,741 106,828

7 商 工 費 1,156,500 301,775 4,277 1,462,552

8 土 木 費 6,180,638 - 3,168 6,183,806

9 消 防 費 2,669,251 11,671 19,070 2,699,992

10 教 育 費 19,868,157 2,558 46,937 19,917,652

11 災 害 復 旧 費 4 - - 4

12 公 債 費 7,443,102 - - 7,443,102

13 諸 支 出 金 256,454 - 12,295 268,749

14 予 備 費 100,000 - - 100,000

歳 出 合 計 102,959,665 431,275 1,616,424 105,007,364

9




